
【資料２】

　①　幼児期の学校教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供（量の確保）

Ｒ３年度目標値 Ｒ３年度実績値

利用人数
施設数

病児・病後児
保育事業

利用延人数
施設数

一時預かり事業

教育・保育施設、地
域型保育事業の提供

教育・保育提供
体制の確保

（事務事業なし）

多様な保育サービス
の提供

放課後児童
健全育成事業

一時預かり事業
（幼稚園型）

利用延人数
施設数

利用延人数
施設数

利用人数
施設数

延長保育促進事業

利用定員 Ｃ

Ｒ３年度の取組

【R2年度⇒R3年度】
 １号：+4人　、  ２・３号：+3人
 （２・３号内訳）
 ２号：△20人
 ３号（１～２歳児）：+22人
 ３号（０歳児）      ：+1人
＊施設整備5か所（内、2か所翌年度完成）
＊小規模保育事業Ａ型保育事業(開設延期)分を含む。

※参考
【R3年度→R4年度】
 １号：△６人　 ２・３号：△17人
 （２・３号内訳）
 ２号：△43人
 ３号（１～２歳児）：+16人
 ３号（０歳児）      ：+10人
＊施設整備３か所（内、1か所翌年度完成）
＊自己財源整備１か所
　小規模保育事業Ａ型保育事業１か所

【保育所等での一時預かり】
 通常保育を受けていない、もしくは対象とならない乳幼
児（以下「児童」という。）であって、保育者の傷病・入
院・災害・事故・育児不安等の解消のため、緊急・一時的
に保育が必要となる児童の預かりをしている私立保育所等
11か所に補助等を行うとともに、公立保育所2か所で事業
を実施した。
（補助金額：21,453千円）

【キッズパークきりしまでの一時預かり】
 子育て中の親が仕事やリフレッシュなどのために、緊
急、一時的に保育が必要になった児童を、延べ5,373人預
かった。

 就労形態の多様化に伴う延長保育の需要に対応するた
め、保育所の開所時間を超えた保育を行うことにより、児
童福祉の増進を図る。保護者の就労時間、通勤時間等を考
慮し、11時間の開所時間の前後の時間において延長保育
を実施する私立保育所等38か所に補助を行うとともに、
公立保育所4か所で事業を実施した。
（補助金額：18,886千円）

※ 他に、自主事業として実施している施設が2か所ある。

Ｄ

Ｄ

 幼稚園児（１号認定子ども）を対象に、通常の教育標準
時間外に預かり保育を実施している幼稚園等（新制度移行
幼稚園、認定こども園）25か所に補助を行った。
（補助金額：44,835千円）
 今年度は、国の制度改正に対応して補助単価の増額を
行った。
※ 一時預かりを希望された方については、ほとんどの方
が利用できている。
※ 他に、自主事業として実施している施設が4か所ある。
利用延人数は計画値を下回っているものの、受入可能者数
は利用ニーズを満たしている。

【３～５歳児】
（１号）1,328人
（２号）2,090人
【１～２歳児】
　　　　1,348人
【０歳児】
　　　　  407人

【３～５歳児】
（１号）1,327人
（２号）2,063人
【１～２歳児】
　　　　1,447人
【０歳児】
　　　　  412人

22,654人
21か所

2,396人
43か所

915人
7か所

129,789人
33か所

6,139人
14か所

＜内訳＞
【保育所等】

766人(13か所）

【キッズパーク
　　　きりしま】

5,373人

87,022人
25か所

2,479人
76単位

 子育てと就労の両立支援の一環として、保育所等へ通所
中の児童等が「病気の回復期に至らない」「病気の回復
期」であるとの理由で自宅での養育を余儀なくされる期
間、当該児童を預かる事業を行う団体に補助を行った。
（補助金額：37 ,422千円）

3,389人
42か所

846人
6か所

2,236人
79単位

Ｂ

Ｃ

Ｃ

第２期霧島市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

Ｒ６年度目標値有効性 今後の展開利用者・実施事業者の意見・評価指標

【基本的な視点１】　子どもの健やかな成長を支える　～子どもの育ちの視点～

具体的な取組 関係事務事業
直近の状況

進捗状況

Ｂ

 小学生のうち、その保護者が労働等により昼間家庭にい
ない者に対して、放課後等における適切な遊び及び生活の
場を提供し健全な育成を図る放課後児童クラブに運営補助
を行った。
（補助金額：715,208千円）

Ｂ

Ａ

【３～５歳児】
（１号）1,614人
（２号）2,386人
【１～２歳児】
　　　　1,411人
【０歳児】
　　　　  464人

18,294人
21か所

125,312人
33か所

Ａ

Ａ

Ａ

・ 利用者の意見としては、コロナ禍において安
心して保育の提供を行ってほしいとの意見が
あった。
    これは、コロナ禍においても、原則として保
育の提供を行うという国の方針と異なる対応を
する施設があったことに対するものである。
・ 実施事業者からは、コロナ禍による施設利用
を敬遠する保護者の意図や、企業主導型保育事
業の新設により、認可施設の利用者が減少して
いると推測され、これ以上の新規参入が進むと
過度の競争が懸念されるとの意見がある。

・ 一時的な保育ニーズ（傷病・入院・災害・事
故・育児不安等）に対応するものであり、利用
者の評価は高い。
・ 施設の定員や利用者に影響を与えない範囲内
で実施しなければならないため、利用したいと
きに利用できなかったという意見があった。
・ 満１歳未満の乳児の預かりを希望する意見も
あった。
・ 利便性のよい市街地で事業を実施しているこ
とや、預かり料金が安いことから利用者に喜ば
れている。母親の心理的負担解消など子育て家
庭の多様なニーズに対応する事業として定着し
てきたが、 新型コロナウイルスの影響等により
前年度に比べ利用者は減少した。

Ａ

Ｂ

Ｂ

子育て支援課
保育・幼稚園G

子育て支援課
子ども・子育

てG

864人
7か所

・ ライフスタイルの多様化や女性就業率の上昇
により、１号認定においても長時間の預かりや
長期休みの際の預かりを必要とする保護者は多
く、今後も継続して事業を行う必要がある。

Ａ

・ 前年比で利用者が増加しており、病児・病後
児保育に対しての需要が高まっている。

・ 霧島市児童クラブ連絡会から、処遇改善等の
予算措置や研修会の開催、教育委員会との連携
について要望があった。

2,243人
43か所

2,685人
83単位

・ 保護者の就労形態の多様化に伴い、延長保育
の必要性は増しており、今後も継続して事業を
行う必要がある。

Ａ

Ａ

担当課

子育て支援課
保育・幼稚園G

子育て支援課
保育・幼稚園G

こどもセン
ター

子育て支援課
保育・幼稚園G

子育て支援課
保育・幼稚園G

Ａ：推進
Ｂ：見直し
Ｃ：休止・廃止

Ａ：市民生活等を向上させることができ、利用者、実施事業者からの評価も高い。
Ｂ：市民生活等を向上させることができた。
Ｃ：市民生活等を向上させることができたとは言えない。
Ｄ：市民生活等を向上させることができず、利用者、実施事業者からの評価も低い。

Ａ：計画以上に進んでいる。
Ｂ：計画どおりに進んでいる。
Ｃ：計画より若干遅れている。
Ｄ：計画より大幅に遅れている。
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【資料２】

　②　質の高い教育・保育の推進（質の確保）

Ｒ３年度目標値 Ｒ３年度実績値

　③　教育・保育施設と家庭等の連携の推進

Ｒ３年度目標値 Ｒ３年度実績値

　④　食育の推進

Ｒ３年度目標値 Ｒ３年度実績値

子育て支援課
保育・幼稚園

G

進捗状況

Ｂ

 国の制度において、保育士のキャリアアップの仕組（処
遇改善加算Ⅱ）が構築されたため、引き続きその取組を
支援した。 Ｂ

・ 保育士の確保が喫緊の課題となっている。
・ 新型コロナウイルス感染症対策として実際の
会場に行かなくても研修を受けることができる
体制が求められるようになっている。

Ａ
幼稚園教諭・保育士
の合同研修等の実施

教育・保育の質の
向上のための研修
（事務事業なし）

－ － －

担当課

担当課

認定こども園への移
行に関する支援

認定こども園への
移行に関する支援
（事務事業なし）

－ － － Ａ

【R2年度→R3年度】
・29か所→31か所(移行1か所、新設1か所)

【H31(R1)年度→R2年度】
・28か所→29か所(移行１か所)

【H30年度→H31年度】
・28か所→28か所(移行なし)

【H29年度→H30年度】
・18か所→28か所(移行10か所)

Ａ

・ 制度開始当初から他市に比べて多くの施設が
認定こども園に移行しており、３歳以上の子ど
もについては世帯の状況を問わず入園可能な施
設が増え、利用者の選択肢が広がった。

Ａ ―
子育て支援課
保育・幼稚園

G

進捗状況 Ｒ３年度の取組 有効性 利用者・実施事業者の意見・評価 今後の展開

第２期霧島市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

【基本的な視点１】　子どもの健やかな成長を支える　～子どもの育ちの視点～

具体的な取組 関係事務事業 指標
直近の状況

Ｒ３年度の取組 有効性 利用者・実施事業者の意見・評価 今後の展開 Ｒ６年度目標値

具体的な取組 関係事務事業 指標
直近の状況

Ｒ６年度目標値

―

家庭との連携
教育・保育施設と
家庭との連携推進
（事務事業なし）

－ － － Ｂ

 各施設において家庭との連携を図る取組を実施した。

 取組の例
・ 相談対応
・ 連絡帳やメール、子育て支援アプリでのやり取り
・ 登園時、降園時の保護者への申し送り

Ｂ

・ 相談内容は、発達支援に関することが多い。
周囲には相談しにくいことについて、園がその
対応窓口となっている。
・ 子どもの発達の様子を捉え、保護者と相談、
必要に応じて専門機関への相談につなげてい
る。

Ａ ー
子育て支援課
保育・幼稚園

G

子育て支援課
保育・幼稚園

G
Ｂ

 市内33施設（保育所6か所、認定こども園24か所、幼稚
園3か所）に対して、給付費への上乗せ「小学校接続加
算」を行い、小学校との連携推進を図った。 Ｂ

・ 小学校の先生と保育士が説明会・交流会等を
行い、園での様子、教育方針等を理解していた
だけると、円滑な連携につながると考えられ
る。

Ａ ー

健康増進課
保育所等での食育推
進

食育推進事業 ー － － Ｃ

利用者・実施事業者の意見・評価 今後の展開 Ｒ６年度目標値 担当課具体的な取組 関係事務事業 指標

直近の状況

進捗状況

・ 卒園後の継続的な保育の提供に限らず、代替
保育の提供等に関する支援等も行うこととして
おり、3歳以降についても確実に受け皿が確保さ
れている。 Ａ ー

子育て支援課
保育・幼稚園

G

 市内地域型保育事業(8か所)について、連携施設を設定し
ており、3歳以降については、連携施設で確実に保育の提
供を受けることができている。

小学校との連携

地域型保育事業等と
の連携

 健康きりしま21(第３次)の健康づくり分野「栄養・食生
活改善と食育推進(食育推進計画)」に基づき、広報誌、
FMきりしまでの広報、離乳食教室事業、出前講座、食育
イベント等で主食・主菜・副菜をそろえてバランスよく
食べることの大切さを普及啓発したが、コロナ禍のため
出前講座やイベントの数は減少した。

Ｂ

Ｒ３年度の取組 有効性

教育・保育施設と
小学校との連携推進
（事務事業なし）

ー － －

教育・保育施設と
地域型保育事業等

との連携推進
（事務事業なし）

ー － － Ｂ Ａ

・ 近年若い世代の生活習慣病が増加傾向にある
ことから、子ども達の食事を作る保護者に対す
る親子保育参観や家庭教育学級等での出前講座
は、楽しく食べる子どもに育てる食育の推進に
つながると考えられる。 Ａ ー

Ａ：計画以上に進んでいる。
Ｂ：計画どおりに進んでいる。
Ｃ：計画より若干遅れている。
Ｄ：計画より大幅に遅れている。

Ａ：市民生活等を向上させることができ、利用者、実施事業者からの評価も高い。
Ｂ：市民生活等を向上させることができた。
Ｃ：市民生活等を向上させることができたとは言えない。
Ｄ：市民生活等を向上させることができず、利用者、実施事業者からの評価も低い。

Ａ：推進
Ｂ：見直し
Ｃ：休止・廃止
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【資料２】

　①　安心・安全な妊娠・出産への支援の充実

Ｒ３年度目標値 Ｒ３年度実績値

　②　小児保健医療の充実

Ｒ３年度目標値 Ｒ３年度実績値

健康増進課

今後の展開 Ｒ６年度目標値 担当課

妊産婦の適切な健康
管理への支援

第２期霧島市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

【基本的な視点２】　子育てを通じて親の育ちを支える　～親としての育ちの視点～

具体的な取組 関係事務事業 指標
直近の状況

進捗状況 Ｒ３年度の取組 有効性 利用者・実施事業者の意見・評価

母子健康手帳
交付事業

－

妊婦健康診査事業
妊婦健康診査の受診者数

（実）・受診件数（延べ）

特定不妊治療費
助成交付事業

－

Ａ －

1,001人
14,014件

利用者・実施事業者の意見・評価 今後の展開 Ｒ６年度目標値 担当課具体的な取組 関係事務事業 指標

直近の状況

進捗状況 Ｒ３年度の取組 有効性

・ 健診を受診することで、乳幼児の疾病の早期
発見・早期治療に繋がり、また発育発達に必要
な保健指導や療育の紹介を行うことにより、保
護者の育児不安等の軽減、解消に結びついた。
また、転入者の健診受診状況の早期把握にも努
め、転入後スムーズに受診できるようにし、転
入後の育児不安等の軽減・解消に繋がったと思
われる。

Ｂ － 健康増進課
緊急時に対応するた
めの家庭での対策

母子健診事業
【再掲載有】

－ － － Ｂ

 乳幼児の健やかな成長を支援するために重要な機会であ
る健康診査を安心して受けてもらうために、集団健診会場
では新型コロナ感染症の発生状況に応じた感染症対策を徹
底し実施した。各健康診査を通じ保護者への支援が必要な
家庭等は、地区担当保健師と連携して支援を継続し、健康
診査未受診者については早期把握に努め、必要に応じて関
係機関との連携を図った。また、経過観察の必要な子ども
については、親子教室・育児相談等へ繋ぎ、必要に応じて
関係機関と連携し支援に努めた。

Ｂ

・ 子宮頸がん予防ワクチンについての情報提供
によりワクチン接種についての関心が高まっ
た。（問い合わせが増えた。）

Ｂ － 健康増進課
予防接種の実施率の
向上

予防接種事業 － － － Ｂ

 定期の予防接種について、予防接種率向上には保護者の
理解が重要となるため、予防接種への理解を深めてもらう
ために、子育てガイドブックや広報誌、ホームページ、Ｆ
Ｍきりしまなどで積極的に周知に努めた。また、中学1年
生の女子に子宮頸がん予防ワクチンの情報提供を個別に行
い、同ワクチンの認知及び接種率の向上を図った。

Ｂ

・ 県外に里帰りする妊婦に対しても個別契約を
締結した。また、委託契約を締結できない医療
機関を受診した妊婦に対しては、償還払いによ
り助成を実施し市民の利便性向上に努めた。 Ｂ

957人
13,398件

－ － Ｂ

 母子健康手帳交付時の情報から妊婦のリスク管理を行
い、妊娠期から継続した支援が必要と判断される場合に
は、関係医療機関との連携及び地区担当保健師に繋ぎ、妊
娠期からの出産に向けて電話相談や訪問による支援に努め
た。

Ｂ

・ 妊娠11週以内の妊娠届出勧奨への協力を関係
医療機関に依頼し早期支援開始に繋がっている
ため、今後も連携して取り組める関係づくりを
続ける。関係医療機関との情報共有の方法につ
いても改善していく必要がある。

Ｃ －

・ 令和3年1月1日以降に治療が終了した方から
改正後の要綱が適用されたことにより助成対象
者が広がり、利用された方の精神的及び経済的
負担の軽減を図ることができたと思われる。－ － Ｂ

 ホームページや窓口掲示等により、周知を行い、令和3年
度は105組の夫婦から152件の申請があった。昨年度より
申請件数が増加し、申請された105組の夫婦のうち49組が
妊娠に繋がった。 Ｂ

1,591人
12,535件

Ｂ

 健康診査費用の負担を軽減することで、母体や胎児の健
康の保持増進を図ることを目的としており、妊娠中、１人
当たり最大14回の公費負担を実施した。また、委託契約
を締結できない医療機関を受診した妊婦に対しては、償還
払いにより助成を実施した。

Ｂ

Ａ －
子育て支援日常生活

用具給付事業
－ － －

専門的医療・相談事
業の充実

 障害を軽減したり、除去する手術等の治療により、身体
に障害のある児童又は、現存する疾患を放置することに
よって将来、障害が残ると認められる児童に必要な医療費
の給付が行われるよう体制を整えた。

Ｂ

・ 精神通院医療、更生医療、育成医療において
適正な医療費の給付ができた。

Ａ －

障がい者相談
支援事業

－ － － Ｂ

 「基幹相談支援センター」を中心に、地域の障がい者相
談員と連携しながら相談支援を行った。
（延べ相談件数　基幹：2,497件　相談員：269件）
 障害者自立支援協議会を年2回開催し、「相談支援専門部
会」も含め活発な議論を行った。

Ｂ

 小児慢性特定疾病児童の日常生活の利便を図るため、日
常生活用具の購入費に対し助成を行った。
（助成実績：179千円）

Ｂ
子育て支援課
子ども・子育

てG
Ｂ

 重度の身体障がい者及び知的障がい者(児)の経済的負担を
軽くするために、保険医療機関に支払った医療費（一部負
担金）を重度心身障害者医療費助成金として支給した。

Ｂ

・ 保険医療機関の窓口での医療費（一部負担
金）がなくなるような制度にしてほしいという
市民からの声がある。また、一方では事業を現
行のまま継続してほしいという要望もある。 Ａ －

長寿・障害福
祉課

重度心身障害者
医療費助成事業

－ － － Ｂ

長寿・障害福
祉課

・ 障がい者(児)の相談に応じて、自立に向けた
支援を行うことができた。また、障害差別を越
えた障がい者(児)の生活上の支援に繋がった。

Ａ －
長寿・障害福

祉課

障害者自立支援
医療費給付事業

－ － － Ｂ

・ 補助対象用具増の要望あり。
（補助対象用具については、鹿児島県小児慢性
特定疾病児童等日常生活用具事業費補助金交付
要綱の規定に基づく。）

Ａ：計画以上に進んでいる。
Ｂ：計画どおりに進んでいる。
Ｃ：計画より若干遅れている。
Ｄ：計画より大幅に遅れている。

Ａ：市民生活等を向上させることができ、利用者、実施事業者からの評価も高い。
Ｂ：市民生活等を向上させることができた。
Ｃ：市民生活等を向上させることができたとは言えない。
Ｄ：市民生活等を向上させることができず、利用者、実施事業者からの評価も低い。

Ａ：推進
Ｂ：見直し
Ｃ：休止・廃止
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【資料２】

　③　親子で健やかに成長するための子育て支援

Ｒ３年度目標値 Ｒ３年度実績値

子育て支援課
保育・幼稚園

G

第２期霧島市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

【基本的な視点２】　子育てを通じて親の育ちを支える　～親としての育ちの視点～

具体的な取組 関係事務事業 指標
直近の状況

進捗状況 Ｒ３年度の取組 有効性 利用者・実施事業者の意見・評価 今後の展開 Ｒ６年度目標値 担当課

ファミリーサポー
トセンター事業

延べ利用者数 205人 149人 Ｂ

 各子育て支援センターや保健センター等の窓口にリーフ
レットを置いたり、市広報誌やホームページによる情報の
発信に努めた。
 保育施設までの送迎や沐浴・入浴介助等の理由により、
延べ149人の利用があった。

母子保健推進員活
動事業

 
乳児家庭全戸訪問

事業

訪問活動件数 1,001件 292件 Ｂ

Ｂ

・ 預かりの援助を受けたい者と当該援助を行い
たい者との相互援助活動により行われている
が、新型コロナウイルスへの感染防止の観点か
らもマッチング活動も配慮が必要となってい
る。
・ 提供会員の講習会の参加を促進し、資質向上
を図るとともに、提供会員を増やすことで、利
用者の増に取り組んでいく。

Ａ 220人

子育て支援セン
ター管理運営事業

【再掲載有】
延べ利用者数 56,160人 30,956人 Ｂ

 新型コロナウイルス感染症の影響で、訪問件数が減少し
たが、生後4か月までの乳児並びにその保護者の訪問を実
施し、現状把握や相談等を行った。また、支援の必要な方
については、すこやか保健センターへ報告してもらうこと
で、その後の支援に繋げることができた。

Ｂ

・ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、電
話での対応を希望する保護者が増えた。

 市内の各子育て支援センターで子育て等に関する相談や
各種サロンの実施などを通した親子の交流を図り、安心し
て子育てができる環境を提供した。
 また、こどもセンターを軸に各子育て支援センターと連
携しながら、子育て支援に努めた。

Ｂ

・ こどもセンターでは午前と午後に室内及び遊
具の清掃、消毒を実施しており、安心して利用
できると利用者からの声も聞かれた。
・保育士とのやり取りの中、子育ての不安や悩
みが解消され、安心して帰っていく姿が見られ
た。

Ａ 52,173人

 妊娠中から支援を必要とする妊婦や継続支援が必要な産
婦及び健診未受診児等に対して訪問を行うことで、育児や
授乳に関する相談に対応し、また家庭環境や状況の把握か
ら必要な支援に繋げた。コロナ禍で孤独を感じながら子育
てをしている母子に対して、訪問により話を傾聴し寄り添
うことで育児不安の軽減に努めた。

Ｂ

・ 婦人科から情報連携の方法について見直しの
提案があったため、スムーズな情報連携につい
て検討し、早期支援に繋げていく必要がある。

Ｂ １カ所

母子訪問事業

利用者支援事業
【再掲載有】

拠点件数 １か所 1か所 Ｂ

 市内にある認定こども園において、子育て支援活動の取
組を行った。
 (取組事例)
・ 子育てサロンの開設、催し物の実施
・ 育児相談への対応 Ｂ

・ 子育て世帯の核家族化が進んでおり、周りの
子育て世帯と関わる機会が減少している中、本
取組は保護者同士の繋がりをつくるきっかけに
なっている。
・ 新型コロナウイルス感染症の対策を行いつ
つ、子育てサロンの開放や催し物が少しずつ実
施されてきている。

Ｂ
認定こども園等の地
域子育て支援活動の
推進

教育・保育施設等の
地域子育て支援活動

の推進
（事務事業なし）

ー ー ー Ｂ

母子健診事業
【再掲載】

ー ー ー Ｂ
子育て支援に重点を
置いた健診や相談の
充実

ー

 子育てに不安や悩みを抱える市民に対して、育児相談を
行い必要に応じて関係機関の相談等に繋ぎ、育児不安の解
消に努めた。

Ｂ

 乳幼児の健やかな成長を支援するために重要な機会であ
る健康診査を安心して受けてもらうために、集団健診会場
では新型コロナ感染症の発生状況に応じた感染症対策を徹
底し実施した。各健康診査を通じ保護者への支援が必要な
家庭等は、地区担当保健師と連携して支援を継続し、健康
診査未受診者については早期把握に努め、必要に応じて関
係機関との連携を図った。また、経過観察の必要な子ども
については、親子教室・育児相談等へ繋ぎ、必要に応じて
関係機関と連携し支援に努めた。

Ｂ

・ 対面による相談でゆっくり話ができ育児悩み
など解消することができたとの利用者の声があ
る。

Ｂ

ー ー Ｂ

 子育てガイドブック『ぐんぐんの木』の発行（特集に
「きりしま防災・行政ナビ」「医療的ケア児」について掲
載。）
 （部数：8,100部）
※ 子育て支援センターによる子育て支援情報の発信

Ｂ

・ 今年度は特に意見等はなかった。

ー ー Ｂ

・ 健診を受診することで、乳幼児の疾病の早期
発見・早期治療に繋がり、また発育発達に必要
な保健指導や療育の紹介を行うことにより、保
護者の育児不安等の軽減、解消に結びついた。
また、転入者の健診受診状況の早期把握にも努
め、転入後スムーズに受診できるようにし、転
入後の育児不安等の軽減・解消に繋がったと思
われる。

Ｂ ー

地域で子育てを応援
する環境づくり

ー

子育て支援センター
管理運営事業
【再掲載】

延べ利用者数 56,160人 30,956人 Ｂ

 市内の各子育て支援センターで子育て等に関する相談や
遊びの場を通して親子の交流を図り、安心して子育て・子
持ちができる環境を提供した。
 また、新型コロナウイルス感染症予防対策等、こどもセ
ンターを軸に各子育て支援センターと連携し、安心安全な
場所として子育て支援を継続できた。

Ｂ

・ こどもセンターでは午前と午後に室内及び遊
具の清掃、消毒を実施しており、安心して利用
できると利用者からの声も聞かれた。
・保育士とのやり取りの中、子育ての不安や悩
みが解消され、安心して帰っていく姿が見られ
た。

子育て支援情報発信
の充実

（事務事業なし）
ー

乳幼児育児相談事業
【再掲載有】

子育て支援情報の提
供

地域の子育て支援
ネットワークの構築

子育て支援課
こどもセン

ター

子育て支援課
こどもセン

ター

健康増進課

健康増進課

Ａ 57,173人

ー

Ｂ

ー
子育て支援課
こどもセン

ター

Ｂ 957件

Ａ：計画以上に進んでいる。
Ｂ：計画どおりに進んでいる。
Ｃ：計画より若干遅れている。
Ｄ：計画より大幅に遅れている。

Ａ：市民生活等を向上させることができ、利用者、実施事業者からの評価も高い。
Ｂ：市民生活等を向上させることができた。
Ｃ：市民生活等を向上させることができたとは言えない。
Ｄ：市民生活等を向上させることができず、利用者、実施事業者からの評価も低い。

Ａ：推進
Ｂ：見直し
Ｃ：休止・廃止
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【資料２】

　③　親子で健やかに成長するための子育て支援

Ｒ３年度目標値 Ｒ３年度実績値

第２期霧島市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

【基本的な視点２】　子育てを通じて親の育ちを支える　～親としての育ちの視点～

具体的な取組 関係事務事業 指標
直近の状況

進捗状況 Ｒ３年度の取組 有効性 利用者・実施事業者の意見・評価 今後の展開 Ｒ６年度目標値 担当課

Ａ：計画以上に進んでいる。
Ｂ：計画どおりに進んでいる。
Ｃ：計画より若干遅れている。
Ｄ：計画より大幅に遅れている。

Ａ：市民生活等を向上させることができ、利用者、実施事業者からの評価も高い。
Ｂ：市民生活等を向上させることができた。
Ｃ：市民生活等を向上させることができたとは言えない。
Ｄ：市民生活等を向上させることができず、利用者、実施事業者からの評価も低い。

Ａ：推進
Ｂ：見直し
Ｃ：休止・廃止

児童手当支給事業 ー ー ー Ｂ

 中学卒業まで(15歳の誕生日後の最初の3月31日まで)の児
童を養育している方が対象。年3回(6・10・2月)それぞれ
の前月分までの手当を支給。6月に現況届を実施。
 (支給額：2,141,390千円)

養育医療費給付事業 ー ー ー Ｂ

子ども医療費助成事
業

ー ー ー Ｂ

子育て支援課
子ども・子育

てG

Ｂ

・ 制度継続の要望あり。

Ａ ー

Ｂ

・ 現物給付（医療機関等での一部負担がなくな
る制度）対象拡大の要望あり。

Ａ ー

Ｂ

・ 制度継続の要望あり。

Ａ

子育てのための施設
等利用給付の円滑な
実施の確保

子育てのための施設
等利用給付事業

法定代理受領 毎月
償還払い 年6回

ー ー Ｂ

 預かり保育、認可外保育施設等の利用料の無償化を行っ
た。
【対象施設】
 認可外等利用料対象施設    : 10施設
 預かり保育利用料対象施設 : 30施設
 未移行幼稚園対象施設       : ２施設

Ｂ

・ 利用料については、過去２年間分を請求でき
るため、実施事業者から過年度分の請求があっ
た。令和元年度から始まった制度であるが、現
利用者の手続きはスムーズである。

ー ー Ｂ

 他課の事業により招聘された国際協力員の協力を得て、
教育・保育の利用ができるように、申請方法等の説明・相
談を行う体制に引き続き取り組んだ。 Ｂ

・ 実施事業者からは、言語の壁があり対応が困
難な場合もあるが、保護者が少しずつ日本語に
対応できるようになり、意思疎通が図れるよう
になる場合もあったとの声を聞いた。

Ａ ー
子育て支援課
保育・幼稚園

G

18人
1か所

経済的な支援の充実

子育て支援課
保育・幼稚園

G

実費徴収に係る補足
給付を行う事業

利用者数
実施者数

18人
1か所

0人
0か所

Ｂ

 対象者がいないため、実績値はないが、広域入所によっ
て市外の未移行制度幼稚園に入園する園児はいた。
 引き続き広域入所による未移行制度幼稚園の利用者の動
向を注視していくこととする。

・ 本年度における事業実施はない。

Ａ

 指定医療機関への入院を必要とする低出生体重児に対
し、養育に必要な医療費を給付する。
 （支給額14,482千円）

 中学校卒業まで(15歳の誕生日後の最初の3月31日まで)、
及び非課税世帯に属する18歳到達後最初の3月31日までの
子どもの医療費を助成する。小学校就学前は全額助成。小
中学生は自己負担のうち、1人月額2千円を超えた分を助
成(市町村民税非課税世帯は全額助成)。月2回の支払い実
施(支給額301,808千円)。R3.4月から非課税世帯への現物
給付制度を開始。

ー

Ａ ー
子育て支援課
保育・幼稚園

G

外国につながる幼児
への支援・配慮

外国につながる幼児
への支援

（事務事業なし）
ー
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【資料２】

　①　療育等が必要な子どもと家庭への支援

Ｒ３年度目標値 Ｒ３年度実績値

第２期霧島市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

【基本的な視点３】　地域全体で子育て家庭を支える　～地域での支えあいの視点～

具体的な取組 関係事務事業 指標
直近の状況

進捗状況 Ｒ３年度の取組 有効性 利用者・実施事業者の意見・評価 今後の展開 Ｒ６年度目標値 担当課

母子健診事業
【再掲載】

ー ー ー Ｂ

 乳幼児の健やかな成長を支援するために重要な機会であ
る健康診査を安心して受けてもらうために、集団健診会場
では新型コロナ感染症の発生状況に応じた感染症対策を徹
底し実施した。各健康診査を通じ保護者への支援が必要な
家庭等は、地区担当保健師と連携して支援を継続し、健康
診査未受診者については早期把握に努め、必要に応じて関
係機関との連携を図った。また、経過観察の必要な子ども
については、親子教室・育児相談等へ繋ぎ、必要に応じて
関係機関と連携し支援に努めた。

ー

放課後児童健全育成
事業

ー

Ｂ ー

障害児保育支援事業 ー ー ー Ａ

・ 一般市民保護者向け学習会参加者からはより
理解が深まったとの意見が聞かれた
・ 支援者向け学習会参加者からは発達障害に関
する理解が深まったと同時に現場で役立つ技術
を学べたので、毎年開催してほしいとの意見が
寄せられた

Ａ発達障害啓発事業 ー ー ー Ａ

 支援者を対象に臨床発達心理士による発達障害の基礎知
識について講義を行った。
 一般市民を対象に医師、療育専門家、学校関係者によ
る、発達障害についての基礎知識と、年代に応じた困り感
や対応方法について講義を行った。
 新型コロナウイルス感染症のリスク回避のためにZOOMの
みでの開催とした。
 一般市民・保護者向け学習会　年7回　297人
 支援者向け学習会　　　　　　年7回　229人

発達外来事業 ー ー ー

 発育や発達に不安がある子どもや保護者に対して、専門
医師による診察・指導・診断を行う。また必要な療育につ
なぐための指導・助言を行い早期支援を行った。
【実施場所】
  霧島市立医師会医療センター   受診者合計　54人
 ・ 初診21人（内訳：幼児 10　 児童 11）
 ・ 再診33人（内訳：幼児  9　 児童 24）
 【受診の目的】
  診断告知 18名 、放課後等デイサービスの意見書作成 8
名 、幼稚園の加配の診断書作成 5名 、内服処方 3名 、他
医療機関への紹介状作成 3名 、特別児童扶養手当申請の
診断書作成 2名 、精神保健福祉手帳申請の診断書作成 1
名

 18歳未満で発達に不安のある子どもやその保護者等を対
象に発達の相談や検査を行い、保護者等に子どもの特性を
説明し発達に偏りがあっても保護者や支援者の支援がス
ムーズに行われるよう助言した。発達外来や療育機関の紹
介等を行った。
 ・ 予約制で年100回　延べ相談者198人
 ・ 相談者は幼児（76.2％）、児童・生徒（23.8％）で、
就学前の子どもの相談が多かったため幼児期の割合が多
かった。

Ｂ

・ 新型コロナウイルス感染症対策をしながら対
面でゆっくり相談ができ育児悩みなど解消する
ことができたとの利用者の声がある。

 軽度を含む障がい児に対する適切な処遇の確保を図り、
障害児保育の推進が図られた。
 利用障がい児童数  27名
 補助金支給私立保育園数 16か所
  (補助金額：20,535千円)

Ａ

・ 障がい児等の健全育成と保護者が安心して働
ける環境の充実に資することから、事業継続の
要望がある。 Ａ

ー ー Ｂ

 放課後児童健全育成事業を行う者において、障害児の受
け入れに必要となる専門的知識等を有する放課後児童支援
員等を配置するための経費を補助することで、放課後児童
健全育成事業における障害児の受入れ推進を図った。
 (補助金額：104,809千円）

Ｂ

・ 事業継続の要望あり。

Ａ ー

疾病・障害の早期発
見と専門的な医療等

の提供

乳幼児育児相談事業 ー ー ー Ｂ

 子育てに不安や悩みを抱える市民に対して、育児相談を
行い必要に応じて関係機関の相談等に繋ぎ、育児不安の解
消に努めた。

Ｂ

・ 健診を受診することで、乳幼児の疾病の早期
発見・早期治療に繋がり、また発育発達に必要
な保健指導や療育の紹介を行うことにより、保
護者の育児不安等の軽減、解消に結びついた。
また、転入者の健診受診状況の早期把握にも努
め、転入後スムーズに受診できるようにし、転
入後の育児不安等の軽減・解消に繋がったと思
われる。

子育て支援課
保育・幼稚園

G

子育て支援課
子ども・子育

てG

Ｂ ー

ーＡ

健康増進課

Ａ

・ 指導主事が教育支援アドバイザーとして兼務
することで、就学児及び学童期の相談支援及び
学校への情報提供や調整の充実が図られた。
・ 園や学校から情報提供書をもらうことでより
子どもの実態に合った支援の提案ができた。 Ａ ー

幼稚園教諭、保育士
等の専門性の向上

教育・保育施設等で
の障がい児の受け入
れ推進

Ｂ

・ １名の医師で医師会医療センターで実施。
（例年は医師2名で対応しているが、1名の医師
は県外の医療機関に所属しており新型コロナウ
イルス感染症の影響で従事できなかった。）
・ 専門医師の診断を受け、必要な指導助言があ
ることで、保護者が正しい認識を持ち、早期療
育や適切な支援へ繋がった。また、保護者の子
どもに対する発育発達の不安が軽減され、適切
な支援ができた。

Ａ ー

発達相談事業 ー ー ー Ａ

Ｂ

Ａ：計画以上に進んでいる。
Ｂ：計画どおりに進んでいる。
Ｃ：計画より若干遅れている。
Ｄ：計画より大幅に遅れている。

Ａ：市民生活等を向上させることができ、利用者、実施事業者からの評価も高い。
Ｂ：市民生活等を向上させることができた。
Ｃ：市民生活等を向上させることができたとは言えない。
Ｄ：市民生活等を向上させることができず、利用者、実施事業者からの評価も低い。

Ａ：推進
Ｂ：見直し
Ｃ：休止・廃止
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【資料２】

第２期霧島市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

【基本的な視点３】　地域全体で子育て家庭を支える　～地域での支えあいの視点～

Ａ：計画以上に進んでいる。
Ｂ：計画どおりに進んでいる。
Ｃ：計画より若干遅れている。
Ｄ：計画より大幅に遅れている。

Ａ：市民生活等を向上させることができ、利用者、実施事業者からの評価も高い。
Ｂ：市民生活等を向上させることができた。
Ｃ：市民生活等を向上させることができたとは言えない。
Ｄ：市民生活等を向上させることができず、利用者、実施事業者からの評価も低い。

Ａ：推進
Ｂ：見直し
Ｃ：休止・廃止

　②　ひとり親家庭への自立支援

Ｒ３年度目標値 Ｒ３年度実績値

こども・くら
し相談セン

ター

子育て支援課
子ども・子育

てG

具体的な取組 関係事務事業 指標
直近の状況

進捗状況 Ｒ３年度の取組 有効性 利用者・実施事業者の意見・評価 今後の展開 Ｒ６年度目標値 担当課

就業支援

 保護者の疾病その他の理由により家庭において児童を養
育することが一時的に困難となった場合や経済的な理由に
より緊急一時的に母子を保護することが必要な場合など
に、児童養護施設等の施設と委託契約を締結し、それぞれ
の施設において一定期間、養育及び保護を行うことによ
り、これらの児童及びその家庭の福祉の向上を図った。ま
た、利用しやすい環境づくりのため、利用できる施設を増
やした。

Ｂ

・ 利用希望に対し１００％の受入を行ったの
で、児童及び家庭の福祉の向上を図ることがで
きた。
今後も、利用しやすい環境づくりに努めてい
く。

Ａ
305人
４か所

各事業の利用の際の
配慮

子育て支援
ショートステイ事業

【再掲載有】

延べ利用日数
施設数

305人
４か所

272人
7か所

Ｂ

 ひとり親家庭の父又は母に対し、就職の際に有利であ
り、かつ生活の安定に資する資格の取得を促進するため、
当該資格に係る養成訓練の受講期間（上限４年）について
訓練促進費を支給するとともに、養成機関への入学時にお
ける負担を考慮し、修業期間終了後に修了一時金を支給す
ることで、生活の負担の軽減を図った。
（支給額：14,330千円）

Ａ

・ 12名の就学中の方に訓練促進費及び一時金を
支給することにより、対象者の資格取得のため
の負担の軽減が図られた。

Ａ ー

Ａ

ひとり親家庭等高等技
能訓練促進事業

ー ー ー Ｂ

ひとり親家庭等自立支
援教育訓練給付事業

ー ー ー Ｃ

ー

結婚や出産により離職し、職業経験が乏しく、十分な準備
のないまま就業することにより、生計を支えるための十分
な収入を得ることができないひとり親家庭の父又は母の主
体的な能力開発の取組を支援するため、教育訓練給付金を
支給し、自立の促進を図った。（支給額：128千円）

Ａ

・ 子育て支援情報誌（ぐんぐんの木）やホーム
ページで広報を行い、2名の方に教育訓練給付金
を支給した。

Ａ ー

ー
ひとり親家庭

医療費助成事業
ー ー ー Ｂ

 ひとり親家庭の父又は母とその監護する18歳到達後最初
の3月31日まで又は20歳未満で心身に障害がある児童の医
療費を助成し、ひとり親家庭の生活の安定と福祉の向上を
図った。
 月2回の支払いを実施。
（支給額62,845千円）

Ｂ

・ 自動償還払い（医療機関等で負担した医療費
が、後日自動的に指定口座に振り込まれる制
度）や現物給付導入の要望あり。

Ａ

児童扶養手当
支給事業

ー ー ー Ｂ

 両親の離婚などで父又は母と生計を同じくしていない、
18歳到達後最初の3月31日までの間にある児童（心身に障
害がある児童は20歳未満）について手当を支給し、ひと
り親家庭の生活の安定と自立の促進を図った。年6回(奇数
月)にそれぞれの前月分までの手当を支給。
 8月に現況届を実施。
（支給額742,802千円）

Ｂ

・ 制度継続の要望あり。

経済的な支援の充実
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【資料２】

　③　虐待防止など要保護児童等対策

Ｒ３年度目標値 Ｒ３年度実績値

　④　仕事と家庭が両立できる職場環境の実現

Ｒ３年度目標値 Ｒ３年度実績値

第２期霧島市子ども・子育て支援事業計画　点検・評価シート

【基本的な視点３】　地域全体で子育て家庭を支える　～地域での支えあいの視点～

具体的な取組 関係事務事業 指標
直近の状況

進捗状況 Ｒ３年度の取組 有効性 利用者・実施事業者の意見・評価 今後の展開 Ｒ６年度目標値 担当課

家庭児童相談事業
【再掲載有】

ー ー ー Ｂ

 庁内関係課等と情報共有を図り、また、関係機関との情
報の共有・連携体制を図ることで、児童虐待の発生予防や
早期発見、早期対応等に取り組んだ。 Ｂ

・ 市での相談件数及び児童虐待通告件数は増加
傾向にある。
・ 今後も子育てに関する相談に対応し、支援が
必要な家庭の早期発見・早期対応・継続支援を
強化していく必要がある。

Ａ ー

１か所

家庭児童相談事業
【再掲載】

ー ー ー Ｂ

 関係機関との情報の共有・連携体制のもと、相談者の不
安の軽減、虐待等の未然防止、DV被害者の支援に取り組
んだ。 Ｂ

・ 関係機関(学校等教育施設、保育所等児童福祉
施設、児童相談所、警察等)との情報共有及び連
携体制の強化を行った。各種相談に対応できる
体制の維持に向け、専門的知識習得のための研
修への派遣などを行っていく。

Ａ ー

母子訪問事業

利用者支援事業
【再掲載】

拠点件数 １か所 1か所 Ｂ

 妊娠中から支援を必要とする妊産婦や継続支援が必要な
市民及び健診未受診児に対して訪問指導を行うことで、育
児や授乳に関する相談に対応し、家庭環境や状況の把握か
ら必要な支援に繋げた。
 コロナ禍で孤独を感じながら子育てをしている母子に対
して、訪問により話を傾聴し寄り添うことで育児不安に軽
減に努めた。

Ｂ

・ 婦人科から情報連携の方法について見直しの
提案があったため、スムーズな情報連携につい
て検討し、早期支援に繋げていく必要がある。

Ｂ

担当課具体的な取組 関係事務事業 指標

直近の状況

進捗状況

Ｂ

 母子生活支援施設の利用を希望する家庭から相談を受け
た場合は、警察等の関係機関と連携を図り対応した。

Ｂ

・ 入所を希望する家庭については、入所措置を
行った。入所家庭については母子生活支援施設
にて、安心して自立に向けて生活できており、
今後の自立に向けた活動を母子生活支援施設と
連携して支援していく必要がある。

Ａ ー

男女共同参画
広報・啓発事業

ー ー ー

育児休業後の教育・
保育施設の円滑な利
用

Ｒ３年度の取組 有効性 利用者・実施事業者の意見・評価

ー

母子生活支援
施設措置事業

ー ー ー

今後の展開 Ｒ６年度目標値

家庭児童相談事業
【再掲載】

ー ー ー Ｂ

 社会的養護が必要な児童に関する相談があった際は、児
童相談所との情報共有・連携を図り、支援に取り組んだ。
 また、DV被害者の支援についても、警察等と連携し、被
害者の支援に取り組んだ。

Ｂ

・ 社会的養護が必要な児童に関する相談に対応
するため、児童相談所、児童養護施設、母子生
活支援施設等との情報共有・連携の強化に更に
取り組む必要がある。

Ａ

健康増進課

こども・くら
し相談セン

ター

仕事と生活の調和を
図るための意識啓発
と環境の整備

発生予防、早期発
見、早期対応等

関係機関との連携及
び相談体制の強化

こども・くら
し相談セン

ター

市民課
人権・男女共
同参画グルー
プ

ー

 令和３年度に実施した企業実態調査の結果、以下の結果
が得られた。
 ワーク・ライフ・バランスについて「知っている」「あ
る程度知っている」と回答した企業は76.0％で、前回調査
と比較し24.3ポイントの改善となった。
 ワーク・ライフ・バランスについて「必要」「どちらか
といえば必要」と回答した企業は92％で、前回調査と比較
し13.7ポイント改善となった。
 また、企業実態調査の結果をまとめた報告書で取組事例
を紹介し、ホームページに掲載することで、ワーク・ライ
フ・バランスの意識啓発を図った。

ー

・ 複数回答において「勤務時間短縮などの措置
を講じている」企業が64.0％、所定外労働の免
除または深夜業・時間外労働の制限を設けてい
る企業が46.0％など、ワーク・ライフ・バラン
スを重視する企業が増えつつある。

Ａ ー

 育休復帰に伴う保育所等入所について、引き続き優先的
な取扱（選考に係る基準点に加点する。）を行い、円滑な
利用を促した。 Ｂ

・育休復帰に伴う円滑な保育所等入所につい
て、一定の効果を有していると言える。
・年度途中の申込については、施設に空きがな
いことも多く、優先的な取扱があっても入所で
きないケースが生じている。

Ａ ー
子育て支援課
保育・幼稚園

G

育児休業期間中の
保護者に対する

情報提供等
（事務事業なし）

ー ー ー Ｂ

Ａ
305人
４か所

社会的養護施策との
連携

子育て支援
ショートステイ事業

【再掲載】

延べ利用日数
施設数

305人
４か所

272人
7か所

Ｂ

 保護者の疾病その他の理由により家庭において児童を養
育することが一時的に困難となった場合や経済的な理由に
より緊急一時的に母子を保護することが必要な場合など
に、児童養護施設等の施設と委託契約を締結し、それぞれ
の施設において一定期間、養育及び保護を行うことによ
り、これらの児童及びその家庭の福祉の向上を図ってい
た。また、利用しやすい環境づくりのため、利用できる施
設を増やした。

Ｂ

・ 社会的養護が必要な児童に関する相談に対応
するため、児童相談所、児童養護施設、母子生
活支援施設等との情報共有・連携の強化に更に
取り組む必要がある。

Ａ：計画以上に進んでいる。
Ｂ：計画どおりに進んでいる。
Ｃ：計画より若干遅れている。
Ｄ：計画より大幅に遅れている。

Ａ：市民生活等を向上させることができ、利用者、実施事業者からの評価も高い。
Ｂ：市民生活等を向上させることができた。
Ｃ：市民生活等を向上させることができたとは言えない。
Ｄ：市民生活等を向上させることができず、利用者、実施事業者からの評価も低い。

Ａ：推進
Ｂ：見直し
Ｃ：休止・廃止
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